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2018 年 12 月 14 日、政府与党（自民党・公明党）は「2019 年度税制改正大綱」を決

定しました。この KPMG Japan tax newsletter では、税制改正大綱に示された主な

改正項目の概要をお知らせいたします。 

税制改正大綱は改正案の概要を示すものであり、改正の詳細は、改正法案の公表

並びに法律及び政省令の公布を待たなければなりません。また、今後の国会審議等

によりその内容に変更が生じる可能性がありますので、ご留意くださいますようお願

いいたします。 
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I. 法人課税 

1. 地方法人課税の偏在是正措置 

地域間の税源偏在の是正に対応するため、消費税を含む税体系の抜本的改革が行

われるまでの暫定措置として、2008 年より法人事業税（所得割・収入割）の一部が

分離され地方法人特別税（国税）として徴収されています。この地方法人特別税は、

消費税率が 10％に引き上げられる 2019 年 10 月 1 日以後に開始する事業年度か

ら廃止され、法人事業税に復元されます。 

2019 年度税制改正では、2019 年 10 月 1 日から地方法人特別税に代わる地域間の

税源偏在を是正する新たな恒久措置として、法人事業税（所得割・収入割）の一部を

分離し、国税である特別法人事業税（仮称）を創設して国から地方へ配分することが

提案されています。この改正の目的は地域間の税源配分を調整することですが、法

人納税者の納税負担及び法人実効税率に軽微な影響を及ぼす可能性があります。 

2019 年 10 月 1 日以後に開始する事業年度に適用される予定の法人事業税（所得

割・収入割）及び特別法人事業税の税率は、以下のとおりです。 

資本金の額 1 億円超の普通法人 

（外形標準課税対象法人） 

税目 課税標準 
税率（*1）（*2） 

現行法 改正案 

法人事業税 
（所得割） 

年 400 万円以下の所得（*3） 1.9％ 0.4％ 

年 400 万円超 

800 万円以下の所得（*3） 
2.7％ 0.7％ 

年 800 万円超の所得 3.6％ 1％ 

特別法人事業税（*4） 標準税率により計算した所得割額 － 260％ 

 

資本金の額 1 億円以下の普通法人等 

税目 課税標準 
税率（*1） 

現行法 改正案 

法人事業税 
（所得割） 

年 400 万円以下の所得（*3） 5％ 3.5％ 

年 400 万円超 

800 万円以下の所得（*3） 
7.3％ 5.3％ 

年 800 万円超の所得 9.6％ 7％ 

特別法人事業税（*4） 標準税率により計算した所得割額 － 37％ 

 

  



 

  

KPMG Japan tax newsletter/December 2018       3 

© 2018 KPMG Tax Corporation, a tax corporation incorporated under the Japanese CPTA Law and a member firm of the KPMG network of independent member 
firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved. 

 

収入金額課税法人（電気・ガス供給業及び保険業を行う法人） 

税目 課税標準 
税率（*1） 

現行法 改正案 

法人事業税 
（収入割） 

収入金額 1.3％ 1％ 

特別法人事業税（*4） 標準税率により計算した収入割額 － 30％ 

（*1） 標準税率を示しています。 

（*2） 2019 年 10 月 1 日以後に開始する事業年度の制限税率は、現行法では標準税

率の 1.2 倍とされていますが、改正により標準税率の 1.7 倍に引き上げられる予

定です。 

（*3） 3 以上の都道府県に事務所又は事業所を設けて事業を行う法人のうち資本金

1,000 万円以上であるものについては、年間所得 800 万円以下の所得に係る法

人事業税（所得割）の軽減税率の適用はありません。 

（*4） 特別法人事業税は、法人事業税の納税義務者に対して、法人事業税額（標準税

率により計算した所得割額又は収入割額）を課税標準として課される国税で、法

人事業税と併せて都道府県に対して申告納付を行うこととされます。 
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2. 試験研究費の税額控除 

A. 総額型税額控除制度の見直し 

試験研究費の増加インセンティブ強化の観点から、総額型税額控除制度（試験研究

費の額に税額控除率を乗じた金額を法人税額から控除する制度）が、以下のとおり

改組される予定です。 

（1）大企業 

【現行法】 

原則 

増減試験研究費割合 税額控除率 税額控除の上限額 

5％超の場合 
9％＋（増減試験研究費割合－5％）×0.3 
（上限：2 年間（*）は 14％、それ以降は 10％） 

法人税額×25％ 

5％以下の場合 
9％－（5％－増減試験研究費割合）×0.1 
（下限：6％） 

（*） 2017 年 4 月 1 日から 2019 年 3 月 31 日までの間に開始する事業年度 

試験研究費割合が 10％を超える場合の特例 

2017 年 4 月 1 日から 2019 年 3 月 31 日までの間に開始する事業年度において、次

のいずれかを選択して適用することができます。 

税額控除額 
税額控除額 
（原則） 

＋ 
（試験研究費－平均売上金額×10％）×超過税額控除割合 
（上限：法人税額×10％） 《高水準型上乗せ税額控除》 

税額控除の上限額 
税額控除の上限額 

（原則） 
＋ 

法人税額×｛（試験研究費割合－10％）×2｝ 
（上限：法人税額×10％） 

【改正案】 

原則 

増減試験研究費割合 税額控除率 税額控除の上限額 

8％超の場合 
9.9％＋（増減試験研究費割合－8％）×0.3 
（上限：2 年間（*1）は 14％、それ以降は 10％） 

法人税額×25％ 

（研究開発を行う一定のベン

チャー企業（ *2 ）については

40％） 
8％以下の場合 

9.9％－（8％－増減試験研究費割合）×0.175 
（下限：6％） 

（*1） 2019 年 4 月 1 日から 2021 年 3 月 31 日までの間に開始する事業年度 

（*2） 「研究開発を行う一定のベンチャー企業」とは、設立後 10 年以内の法人のうち当

期において翌期繰越欠損金額を有するもの（大法人の子会社等を除く。）をいい

ます。 

試験研究費割合が 10％を超える場合の特例 

2019 年 4 月 1 日から 2021 年 3 月 31 日までの間に開始する事業年度において、

次の 2 つの特例を適用できることとされます。 
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税額控除率 
（上限：14％） 

税額控除率 
（原則） 

＋ 税額控除率（原則）×控除割増率（小数点以下 3 位未満切捨て） 

税額控除の上限額 
税額控除の上限額 

（原則） 
＋ 

法人税額×｛（試験研究費割合－10％）×2｝ 
（上限：法人税額×10％） 

（2）中小企業者 

【現行法】 

原則 

増減試験研究費割合 税額控除率 税額控除の上限額 

5％超の場合（*） 
12％＋（増減試験研究費割合－5％）×0.3 
（上限：17％） 

法人税額×35％ 
（下記の特例との選択適用） 

5％以下の場合 12％ 法人税額×25％ 

（*） 2017 年 4 月 1 日から 2019 年 3 月 31 日までの間に開始する事業年度に適用

されます。 

試験研究費割合が 10％を超える場合の特例 

2017 年 4 月 1 日から 2019 年 3 月 31 日までの間に開始する事業年度において、次

のいずれかを選択して適用することができます。 

税額控除額 
税額控除額 
（原則） 

＋ 
（試験研究費－平均売上金額×10％）×超過税額控除割合 
（上限：法人税額×10％） 《高水準型上乗せ税額控除》 

税額控除の上限額 
税額控除の上限額 

（原則） 
＋ 

法人税額×｛（試験研究費割合－10％）× 2｝ 
（上限：法人税額×10％） 

【改正案】 

原則 

増減試験研究費割合 税額控除率 税額控除の上限額 

8％超の場合（*） 
12％＋（増減試験研究費割合－8％）×0.3 
（上限：17％） 

法人税額×35％ 

8％以下の場合 12％ 法人税額×25％ 

（*） 2019 年 4 月 1 日から 2021 年 3 月 31 日までの間に開始する事業年度に適用

されます。 

試験研究費割合が 10％を超える場合の特例 

2019 年 4 月 1 日から 2021 年 3 月 31 日までの間に開始する事業年度において、

次の 2 つの特例を適用できることとされます。 

税額控除率 
（上限：17％） 

税額控除率 
（原則） 

＋ 税額控除率（原則）×控除割増率（小数点以下 3 位未満切捨て） 

税額控除の上限額 
税額控除の上限額 

（原則） 
＋ 

法人税額 ｘ ｛（試験研究費割合－10％）×2｝ 
（上限：法人税額×10％） 
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《用語の意義》 

• 大企業：中小企業者以外の法人 

• 中小企業者：「3.（2）中小企業者の範囲」参照 

• 増減試験研究費割合：①／② 

① 当期の試験研究費－比較試験研究費（マイナスの場合、そのマイナスの額） 

② 比較試験研究費 

• 比較試験研究費：当期前 3 年以内に開始した各事業年度の試験研究費の平均

値 

• 試験研究費割合：当期の試験研究費／平均売上金額 

• 平均売上金額：当期及び当期前 3 年以内に開始した各事業年度の売上金額の

平均値 

• 超過税額控除割合：（試験研究費割合－10％）×0.2 

• 控除割増率：（試験研究費割合－10％）×0.5 （上限 10％） 

B. 特別試験研究費に係る税額控除制度の見直し 

（1） 特別試験研究費の範囲の拡充 

特別試験研究費に係る税額控除制度（特別試験研究費の額に税額控除率を乗じた

金額を法人税額から控除する制度）の対象となる試験研究費の範囲に、下線部分の

費用が追加される予定です。 

特別試験研究費の範囲 
（以下の試験研究に係る試験研究費の額） 

税額控除率 

共同試験研究 

特別研究機関等 
30％ 

大学等 

研究開発型ベンチャー企業（*1） 25％ 

民間企業等 
20％ 

技術研究組合 

委託試験研究 

特別研究機関等 
30％ 

大学等 

研究開発型ベンチャー企業（*1） 25％ 

特定中小企業者等 
20％ 

一定の民間企業等（*2） 

知的財産権の使用料 特定中小企業者等 20％ 

希少疾病用医薬品等に関する試験研究 
20％ 

特定用途医薬品等に関する試験研究 

（*1） 「研究開発型ベンチャー企業」とは、産業競争力強化法の新事業開拓事業者で

その発行する株式の全部又は一部が同法の認定ベンチャーファンドの組合財産

であるものその他これに準ずるものをいいます。 
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（*2） 次の要件を満たす企業間の委託研究が該当します。 

• 受託者の委託に基づき行う業務がその受託者において試験研究に該当する

ものであること。 

• 委託に係る委任契約等（契約又は協定で、委任又は準委任の契約その他こ

れに準ずるものに該当するもの）において、その委託して行う試験研究の目

的とする成果をその委託に係る委任契約等に基づき委託法人が取得するも

のとされていること。 

• 次のいずれかを満たすこと。 

（i） 委託して行う試験研究が委託法人の基礎研究又は応用研究であること。 

（ii） 委託して行う試験研究が受託者の知的財産権等（*3）を利用するものであ

ること。 

• 委託に係る委任契約等において、その委託に係る試験研究が委託法人の工

業化研究に該当するものでない旨又は受託者の知的財産権等を利用するも

のである旨その他一定の事項が定められていること。 

（*3） 「知的財産権等」とは、知的財産権、これに準ずるノウハウ（第三者との契約によ

り受託者が権利を有することが明らかなものに限る。）その他これらを活用した機

械その他の減価償却資産をいいます。 

（2）税額控除の上限の引上げ 

特別試験研究費の税額控除の上限が、以下のとおり引き上げられます。 

現行法 改正案 

法人税額×5％ 法人税額×10％ 
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3. 中小企業関連項目 

（1）中小法人の法人税率の特例 

中小法人の 2019 年 3 月 31 日までに開始する事業年度については、所得金額のう

ち年 800 万円以下の部分に係る法人税率（19％）が 15％に引き下げられています

が、この特例の適用期限が 2 年間延長されます。 

上記の「中小法人」とは、以下の法人をいいます。 

（i） 期末資本金の額が 1 億円以下の普通法人（ただし、以下の法人を除く。） 

 大法人（資本金の額が 5 億円以上である法人等）による完全支配関係が

ある法人 

 100％グループ内の複数の大法人に発行済株式の全部を所有されている

法人 

（ii） 資本又は出資を有しない普通法人 

（なお、大綱には明記されていませんが、適用除外事業者（前 3 事業年度の所得金

額の平均が年 15 億円を超える法人）に該当するものは、この法人税率の特例の適

用対象者から除かれることが見込まれます。） 

（2）中小企業者の範囲 

租税特別措置法に設けられている中小企業者向けの優遇措置の多くは、以下の「中

小企業者」に適用されています。 

（i） 期末資本金の額が 1 億円以下の法人（ただし、以下の法人を除く。） 

 発行済株式の総数の 1/2 以上が同一の大規模法人に所有されている法

人 

 発行済株式の総数の 2/3 以上が大規模法人に所有されている法人 

（ii） 資本又は出資を有しない法人のうち常時使用する従業員の数が 1,000 人以

下の法人 

（なお、中小企業者向けの優遇措置には、2019 年 4 月 1 日以後に開始する事業年

度において、適用除外事業者（前 3 事業年度の所得金額の平均が年 15 億円を超え

る法人）をその適用から除外するものもあります。） 

2019 年度税制改正では、上記における「大規模法人」の範囲が以下のとおり拡大さ

れることになります。（下線部分が追加されるものです。） 

 期末資本金の額が 1 億円を超える法人 

 資本又は出資を有しない法人のうち常時使用する従業員の数が 1,000 人を

超える法人 

 大法人（*）の 100％子法人 

 100％グループ内の複数の大法人（*）に発行済株式の全部を保有されている

法人 

（*） 「大法人」とは、以下の法人をいいます。 

 資本金の額が 5 億円以上である法人 



 

  

KPMG Japan tax newsletter/December 2018       9 

© 2018 KPMG Tax Corporation, a tax corporation incorporated under the Japanese CPTA Law and a member firm of the KPMG network of independent member 
firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved. 

 

 相互会社又は外国相互会社（常時使用する従業員の数が 1,000 人を超える

ものに限る。） 

 受託法人 

この改正により、たとえば、資本金の額が 5 億円以上である法人の孫会社が中小企

業者に該当しないこととなります。 

また、中小企業者の判定対象となる法人が自己株式を有している場合には、その自

己株式を発行済株式の総数から除外して、中小企業者の該当性を判定することとさ

れる予定です。 

（3）中小企業投資促進税制等の延長等 

中小企業者向けの設備投資支援措置として、租税特別措置法において（A）中小企

業投資促進税制、（B）中小企業経営強化税制及び（C）商業・サービス業活性化税制

が措置されていますが、これらについて以下の改正が行われる予定です。 

• （A）（B）及び（C）の措置の適用期限がそれぞれ 2 年間延長されます。 

• （B）の措置の対象設備である特定経営力向上設備等の範囲の明確化及び適正

化が行われます。 

• （C）の措置の適用要件に、「経営改善設備の投資計画の実施を含む経営改善に

より売上高又は営業利益の伸び率が年 2％以上となる見込みであることについ

て認定経営革新等支援機関等の確認を受けること。」が追加されます。 

これらの改正のうち、（C）の適用要件の改正は、2019 年 4 月 1 日以後に取得等をす

る経営改善設備について適用されます。なお、経過措置により、2019 年 4 月 1 日前

に交付を受けた経営改善指導助言書類に係る経営改善設備のうち 2019 年 9 月 30

日までに取得等をしたものについては、上記の確認は不要とされます。 

 （A）中小企業投資促進税制 （B）中小企業経営強化税制 （C）商業・サービス業活性化税制 

適用法人 

（青色申告 

法人） 

中小企業者等（*） 中小企業者等（*） 

（中小企業等経営強化法の 

経営力向上計画の認定を受けた

もの） 

特定中小企業者等（*） 

（認定経営革新等支援機関等に

より経営改善に関する指導及び

助言を受けたもの） 

→認定経営革新等支援機関等

による確認事項の追加 

指定期間 1998年6月1日～2019年3月31日 

 2021年3月31日 

2017年4月1日～2019年3月31日 

 2021年3月31日 

2013年4月1日～2019年3月31日 

 2021年3月31日 

対象設備 特定機械装置等 特定経営力向上設備等 

→範囲の明確化・適正化 

経営改善設備 

指定事業 製造業、建設業等 （A）又は（C）における指定事業 卸売業、小売業等 

特別償却 取得価額×30％ 即時償却 取得価額×30％ 

税額 

控除 

控除率 取得価額×7％ 

（資本金要件あり） 

取得価額×7％又は10％ 取得価額×7％ 

（資本金要件あり） 

上限 （A）～（C）の合計で法人税額の20％ 
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（*） 適用法人における中小企業者は、「（2）中小企業者の範囲」に示す中小企業者を

いいます。（なお、大綱には明記されていませんが、適用除外事業者（前 3 事業

年度の所得金額の平均が年 15 億円を超える法人）に該当するものは、これらの

規定の適用対象者から除かれることが見込まれます。） 

（4）中小企業防災・減災設備の特別償却制度の創設 

中小企業の事業活動に災害が与える影響を踏まえ、事前防災を促進する観点から、

中小企業等経営強化法の改正を前提として、防災・減災設備への投資に対する特

別償却制度が創設されます。 

対象者 青色申告書を提出する中小企業者（*）で、 

中小企業等経営強化法の事業継続力強化計画又は連携事

業継続力強化計画（仮称）の認定を受けたもの 

適用要件 改正中小企業等経営強化法の施行日から 2021 年 3 月 31

日までの間に、 

認定を受けた事業継続力強化計画又は連携事業継続力強化

計画に係る特定事業継続力強化設備等の取得等をして、 

その事業の用に供すること。 

特定事業継続力

強化設備等 

中小企業等経営強化法の事業継続力強化設備等（仮称）とし

て認定事業継続力強化計画又は認定連携事業継続力強化計

画（仮称）に記載された以下の設備 

 機械装置（1 台又は 1 基の取得価額が 100 万円以上） 

 器具備品（1 台又は 1 基の取得価額が 30 万円以上） 

 建物附属設備（一の取得価額が 60 万円以上） 

特別償却 取得価額×20％ 

（*） 中小企業等経営強化法の中小企業者であって、「（2）中小企業者の範囲」に示す

中小企業者その他これに準ずる法人に該当するものをいい、適用除外事業者

（前 3 事業年度の所得金額の平均が年 15 億円を超える法人）に該当するものは

除かれます。 

（5）事業承継ファンドの特例 

（i）に掲げる中小企業者向けの優遇措置について、（ii）に掲げる要件を満たす場合

には、中小企業基盤整備機構の有する株式を「（2）中小企業者の範囲」における大

規模法人の有する株式から除外して、中小企業者の該当性の判定を行うこととされ

ます。 

（i）対象となる制度 

• 中小企業投資促進税制 

• 中小企業経営強化税制 

• 商業・サービス業活性化税制 

• 被災代替資産等の特別償却制度 

• 中小企業防災・減災設備の特別償却制度 
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（ii）要件 

• （i）に掲げる制度の適用を受けようとする法人が、中小企

業等経営強化法の事業再編投資計画の認定に係る投

資事業有限責任組合（事業承継ファンド）の組合財産で

ある株式を発行していること。 

• 中小企業基盤整備機構がその投資事業有限責任組合

（事業承継ファンド）の組合員として出資をしていること。 

4. 仮想通貨 

2018 年 3 月 14 日に企業会計基準委員会より実務対応報告第 38 号「資金決済法

における仮想通貨の会計処理等に関する当面の取扱い」（*1）が公表されたことを受

け、2019 年度税制改正では、法人税において、仮想通貨の取扱いに関する以下の

措置等が講じられる予定です。 

（i） 期末評価 活発な市場が存在する（*2）仮想通貨については、時価評価により評価損益を計上 

（ii） 譲渡損益 計上時期 譲渡に係る契約をした日の属する事業年度 

譲渡原価（一単位当たり

の帳簿価額）の算出方法 

以下のいずれかの方法 

 移動平均法による原価法（法定算出方法） 

 総平均法による原価法 

（iii） 信用取引等 事業年度末に有する未決済の仮想通貨の信用取引等については、事業年度末に決済したものと

みなして計算した損益相当額を計上 

（*1） 実務対応報告第 38 号は、原則として、2018 年 4 月 1 日以後に開始する事業年

度の期首から適用されます。 

（*2） 実務対応報告第 38 号においては、「活発な市場が存在する場合とは、仮想通貨

交換業者又は仮想通貨利用者の保有する仮想通貨について、継続的に価格情

報が提供される程度に仮想通貨取引所又は仮想通貨販売所において十分な数

量及び頻度で取引が行われている場合をいうものとする。」と示されています。 

上記の改正は、2019 年 4 月 1 日以後に終了する事業年度分の法人税について適

用されます。なお、2019 年 4 月 1 日前に開始し、かつ、同日以後に終了する事業年

度については、会計上仮想通貨につき時価評価していない場合には、上記（i）及び

（iii）を適用しないことができる経過措置が講じられます。 

5. 役員給与（業績連動給与）の手続要件 

法人税法上損金算入が認められることとなる役員給与については、2017 年度税制

改正においてその内容が大幅に見直されました。 

2019 年度税制改正では、損金算入が認められることとなる役員給与のうち一定の業

績連動給与について、その要件のひとつである手続要件（所定の日までに適正な手

続を経ていること。）に係る「適正な手続」の内容が、以下のように見直される予定で

す。 

【報酬委員会及び報酬諮問委員会（報酬委員会等）設置法人】 

• 報酬委員会等は、その法人の業務執行役員がこれらの委員となっていないこと

が要件とされていますが、改正によりこの要件が除外されます。 
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• 以下の要件が追加されます。 

― 業務執行役員が自己の業績連動給与の決定等に係る決議に参加していな

いこと。 

― 報酬委員会等の委員の過半数が独立社外役員であること。 

― 委員である独立社外役員の全てが業績連動給与の決定に賛成しているこ

と。 

【監査役会設置会社・監査等委員会設置会社】 

• 監査役会設置会社における監査役の過半数が適正書面を提出した場合の取締

役会の決定及び監査等委員会設置会社における監査等委員の過半数が賛成し

ている場合の取締役会の決定の手続が、改正により除外されます。 

この改正は、2019 年 4 月 1 日以後に支給に係る決議をする給与について適用され

ます。なお、経過措置により、2019 年 4 月 1 日から 2020 年 3 月 31 日までの間に

支給に係る決議をする給与については、現行の手続による損金算入が認められます。 

6. 組織再編税制 

（1）スクイーズアウト 

2017 年度税制改正により、一定のスクイーズアウト（全部取得条項付種類株式の端

数処理、株式併合の端数処理及び株式売渡請求による完全子法人化）が、株式交

換と合わせて、「株式交換等」という組織再編税制の一形態に位置付けられました。 

この改正は納税者が一定の有利な取扱いを受けることを可能とした一方で、スクイ

ーズアウトの後、完全親法人を被合併法人とし、完全子法人を合併法人とする逆さ

合併を行うと、スクイーズアウトの適格要件のうち完全支配関係継続要件、支配関係

継続要件及び親子関係継続要件を満たすことができなくなるという問題が指摘され

ていたところです。 

2019 年度税制改正では、この問題に配慮し、株式交換等の後に上記のような逆さ合

併（適格合併であるもの）を行うことが見込まれている場合には、その株式交換等に

係る適格要件のうち完全支配関係継続要件、支配関係継続要件及び親子関係継続

要件を、その適格合併の直前の時までの関係により判定することとする改正が提案

されています。 

（2）三角組織再編成 

三角合併に係る適格要件及び被合併法人の株主における旧株の譲渡損益の計上

を繰り延べる要件のうち、対価に関する要件が、以下のように拡充されます。 

現行法 改正案 

 合併法人の発行済株式の全部を 
直接に保有する関係がある法人の

株式のみが交付されること。 

 合併法人の発行済株式の全部を 
直接に保有する関係がある法人の

株式のみが交付されること。 

 合併法人の発行済株式の全部を 
間接に保有する関係がある法人の

株式（*）のみが交付されること。 
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（*） 企業グループ内の一定の法人間で三角合併が行われる場合には、一定の外国

法人の株式は除かれます。 

三角分割及び三角株式交換についても、同様の改正が行われます。 

7. 投資法人（J-REIT）・特定目的会社（TMK） 

（1）投資法人の導管性要件（他法人支配禁止要件） 

投資法人が支払う利益の配当の額は、一定の導管性要件を満たす場合には、投資

法人の所得の金額の計算上、所得金額を限度として損金の額に算入されることとさ

れています。 

この導管性要件のひとつである「他の法人の発行済株式の総数又は出資の総額の

50％以上に相当する数又は金額の株式又は出資を有していないこと」という要件に

おいて、匿名組合契約に基づく出資がこの要件の制約を受けるのか明確ではありま

せんでしたが、この改正により、匿名組合契約に基づく出資についても他の法人の

出資に含めて判定することとされます。また、匿名組合を通じて間接的に保有する株

式等（その保有株式等に匿名組合出資割合を乗じて算出）を合算して判定することと

されます。 

（2）特定目的会社・投資法人等の利益の配当等に係る二重課税調整 

2018 年度税制改正で見直しが行われた特定目的会社等の利益の配当等に係る源

泉徴収等の特例を円滑に実施するため、次の措置が講じられます。 

• 特定目的会社等の利益の配当の額に係る所得税の額から控除する外国法人税

の額は、その外国法人税の額のうち、その支払に係る利益の配当の額に対応す

る部分の額を限度として、その支払を受ける者ごとに計算した金額の合計額とさ

れます。 

• その他所要の措置が講じられます。 

（3）登録免許税・不動産取得税 

• 投資法人及び特定目的会社が 2019 年 3 月 31 日までに取得する不動産に係る

登録免許税の特例措置（税率を 1.3％に軽減）は、適用期限が 2 年間延長されま

す。 

• 投資法人及び特定目的会社が 2019 年 3 月 31 日までに取得する不動産に係る

不動産取得税の特例措置（課税標準額を 2/5 に軽減）は、適用期限が 2 年間延

長されます。 
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II. 国際課税 

1. 過大支払利子税制 

2012 年度税制改正において導入された過大支払利子税制は、経済協力開発機構

（OECD）が 2015 年 10 月に公表した税源浸食と利益移転（BEPS: Base Erosion and 

Profit Shifting）プロジェクトの行動 4（利子控除制限ルール）に関する最終報告書の

勧告を受けて、以下の見直しが行われる予定です。

A. 支払利子等の損金不算入 

主な改正点は以下のとおりです。 

改正項目 現行法 改正案 

本制度の対象となる支払

利子等の範囲 
関連者純支払利子等の額 対象純支払利子等の額 

（第三者に対する支払利子等を含む。） 

調整所得金額 「受取配当金益金不算入」及び「外国子会

社から受ける配当等の益金不算入」の規

定を適用しないで計算 

「受取配当金益金不算入」及び「外国子会

社から受ける配当等の益金不算入」の規

定を適用して計算 

損金算入限度額 調整所得金額×50％ 調整所得金額×20％ 

（1）本制度の対象となる支払利子等の範囲 

行動 4 の最終報告書では、関連者等に対する支払利子だけでなく、第三者に対する

ものを含めた支払利子を利子控除制限ルールの対象とすることが勧告されているこ

とから、本制度の対象となる支払利子等の範囲が以下のように見直される予定です。 

【現行法】 

関連者純支払利子等の額 

（「関連者支払利子等の額」の合計額から「控除対象受取利子等合計額」を控除し

た残額） 

• 「関連者支払利子等の額」とは、関連者等（その法人との間に 50％以上の保有

関係がある法人等）に対する支払利子の額のうち、その関連者等の日本の課税

対象所得（所得税申告又は法人税申告の対象となるもの）に含まれないものをい

います。 

• 「控除対象受取利子等合計額」とは、「関連者支払利子等の額」の合計額に対応

するものとして計算した受取利子等の額の合計額をいいます。 

【改正案】 

対象純支払利子等の額 

（「対象支払利子等の額」の合計額から「控除対象受取利子等合計額」を控除した

残額） 

• 「対象支払利子等の額」とは、支払利子等の額から「対象外支払利子等の額」を

控除した残額をいいます。 
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• 「控除対象受取利子等合計額」とは、「対象支払利子等の額」の合計額に対応す

るものとして計算した受取利子等の額の合計額をいいます。 

なお、「対象外支払利子等の額」とは以下のものとされます。（ただし、一定の関連者

が他の者を通じてその法人に資金を供与したと認められる場合その他の場合におけ

る当該他の者に対する支払利子等の額は除かれます。） 

（a） （b）に掲げる支払利子等 
以外の支払利子等 

① 支払利子等を受ける者において日本の課税所得（*）に含まれる支払利子等の額 

② 一定の公共法人に対する支払利子等の額 

③ 借入れと貸付けの対応関係が明らかな債券現先取引等に係る支払利子等の額 

（b） 特定債券利子等 
（その法人が発行した債券

（その取得をした者が実質

的に多数でないものを除

く。）に係る支払利子等で非

関連者に対するもの） 

債券ごとに次のいずれかの金額 

① その支払の時に源泉徴収が行われ、又はその特定債券利子等を受ける者にお

いて日本の課税所得（*）に含まれる特定債券利子等の額及び一定の公共法人に

対する特定債券利子等の額 

② 次に掲げる債券の区分に応じ、それぞれ次に定める金額 

・ 国内で発行された債券 特定債券利子等の額の 95%に相当する金額 

・ 国外で発行された債券 特定債券利子等の額の 25%に相当する金額 

（*） 現行制度を考慮すると、「日本の課税所得」とは日本において所得税又は法人税

申告の対象になる所得をいうものと考えられます。 

（2）調整所得金額 

行動 4 の最終報告書は、支払利子の損金算入限度額の計算において用いる所得

（EBITDA: Earnings before Interest, Taxes, Depreciation and Amortization）に益

金不算入とされる配当所得等を含めるべきではないと指摘しています。現行法にお

いて調整所得金額は以下のように計算されていますが、行動4の最終報告書におけ

るこの指摘を踏まえて、下線部分が削除され、これらの規定を適用して調整所得金

額が計算されることになる予定です。また、「関連者純支払利子等の額」は「対象純

支払利子等の額」に置き換えられます。 

その事業年度の所得金額 ← 以下に掲げる規定を適用せず、かつ、その事業年度において支出した寄附

金の全額を損金の額に算入して計算した場合の金額 

 受取配当益金不算入 

 外国子会社から受ける配当等の益金不算入 

 物損等の事実による資産の評価損の損金算入 

 法人税額から控除する所得税額の損金不算入 

 法人税額から控除する外国税額の損金不算入 

 欠損金の繰越控除額等 

 特定目的会社に係る課税の特例等 

 過少資本税制 

 本制度（過大支払利子税制） 等 

＋  

 関連者純支払利子等の額 

 損金算入される減価償却費 

 損金算入される貸倒損失額 

 

 

なお、匿名組合契約の営業者の調整所得金額の計算について所要の措置が講じら

れます。 
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（3）損金不算入額 

行動 4 の最終報告書では、固定比率ルールを用いた場合における基準固定比率を

10％から 30％の範囲で設定することを勧告しており、本制度における損金不算入額

は、以下のように見直される予定です。 

現行法 改正案 

関連者純支払利子等の額－調整所得金額×50％ 対象純支払利子等の額－調整所得金額×20％ 

（4）適用免除基準 

【現行法】 

以下のいずれかの基準を満たす場合には、本制度は適用されないこととされていま

す。 

（a） 関連者純支払利子等の額 ≦ 1,000 万円 

（b） 
 関連者支払利子等の額の合計額 

≦ 50％ 
 総支払利子等の額 

【改正案】 

この基準を以下のように見直すことが提案されています。 

（a） 対象純支払利子等の額 ≦ 2,000 万円 

（b） 

 国内企業グループ（*1）の 
対象純支払利子等の額の合計額（*2） ≦ 20％ 

 国内企業グループ（*1）の調整所得金額の合計額（*3） 

（*1） 「国内企業グループ」とは、適用免除基準の判定対象とされる内国法人及びその

内国法人との間に発行済株式等の 50％超を保有する等の関係のある他の内国

法人（その事業年度開始の日及び終了の日がそれぞれその開始の日の属する

その内国法人の事業年度開始の日及び終了の日であるものに限られます。）を

いいます。 

（*2） 国内企業グループ内の法人に対象純受取利子等の額（控除対象受取利子等合

計額から対象支払利子等の額の合計額を控除した残額）がある場合には、対象

純支払利子等の額の合計額からその対象純受取利子等の額の合計額を控除し

た残額とされます。 

（*3） 国内企業グループ内の法人に調整損失金額（調整所得金額の計算において零

を下回る金額が算出される場合のその零を下回る金額）がある場合には、調整

所得金額の合計額からその調整損失金額の合計額を控除した残額とされます。 

B. 超過利子額の損金算入 

法人の各事業年度開始の日前 7 年以内に開始した事業年度において本制度の適

用により損金の額に算入されなかった金額（超過利子額）の取扱いについては、現

行制度が以下のように踏襲されます。 
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現行法 改正案 

関連者純支払利子等の額が調整所得

金額の 50％に満たない事業年度にお

いて、その満たない金額を限度として、

超過利子額を損金の額に算入する。 

対象純支払利子等の額が調整所得金

額の 20％に満たない事業年度におい

て、その満たない金額を限度として、 
超過利子額を損金の額に算入する。 

C. 関連制度の整備 

連結法人に適用される過大支払利子税制についても、上記 A.（4）【改正案】（b）を除

き、上記と同様の見直しが行われる予定です。 

*** 

上記の改正は、2020 年 4 月 1 日以後に開始する事業年度分の法人税について適

用されます。 

2. タックスヘイブン対策税制 

タックスヘイブン対策税制は、2017 年度及び 2018 年度税制改正において制度全体

にわたる改正が行われましたが、2019 年度税制改正では、米国の法人税率引下げ

による影響を考慮した改正（A 及び B）のほか、保険会社の特例に係る改正（C）が行

われます。 

A. ペーパーカンパニーの範囲の見直し 

以下のいずれの基準も満たさない外国関係会社はペーパーカンパニーに該当し、そ

の租税負担割合が 30％未満である場合には、会社単位の合算課税が適用されるこ

ととなります。 

実体基準 主たる事業を行うに必要と認められる事務所、店舗、工場 

その他の固定施設を有していること。 

管理支配基準 本店所在地国において、事業の管理、支配及び運営を自ら 

行っていること。 

改正により、ペーパーカンパニーの範囲が見直され、以下の（1）、（2）又は（3）に該

当する外国関係会社はペーパーカンパニーの範囲から除外されます。 

（1）持株会社である一定の外国関係会社 

（a）子会社の株式等を保有する外国関係会社 

以下の要件の全てを満たす外国関係会社 

（i） 主たる事業が子会社（*）の株式等の保有であること。 

（ii） 子会社の株式等の額、一定の現預金等の資産の額 ＞ その資産の額×95％ 

（iii） 子会社からの配当等の額、一定の預金利子の額 ＞ その収入の額×95％ 

（*） 子会社： 

その外国関係会社の本店所在地国と同一国に所在する外国法人で、その外国

関係会社による持分割合が 25％以上等の要件に該当するもの 
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（b）特定子会社の株式等を保有する外国関係会社 

以下の要件等の全てを満たす外国関係会社（被管理支配会社） 

（i） 主たる事業が特定子会社（*1）の株式等の保有であること。 

（ii） 
その本店所在地国と同一国に所在する管理支配会社（*2）によって、その事業の管理、支配及び運営等が行われ

ていること。 

（iii） （ii）の管理支配会社がその同一国において行う事業の遂行上欠くことのできない機能を果たすこと。 

（iv） 特定子会社の株式等の額、一定の現預金等の資産の額 ＞ その資産の額×95％ 

（v） 
特定子会社からの配当等の額、特定子会社の株式等の 

一定の譲渡対価の額、一定の預金利子の額 
＞ その収入の額×95％ 

（*1） 特定子会社： 

その外国関係会社の本店所在地国と同一国に所在する以下の外国関係会社 

 部分対象外国関係会社 

 管理支配会社に係る他の被管理支配会社 

（*2） 管理支配会社： 

経済活動基準を満たす外国関係会社で、その本店所在地国においてその役員

又は使用人がその主たる事業を的確に遂行するために通常必要と認められる業

務の全てに従事しているもの（（2）における「管理支配会社」も同じ。） 

（2）不動産保有に係る一定の外国関係会社 

（a）不動産又は特定子会社の株式等を保有する外国関係会社 

以下の要件等の全てを満たす外国関係会社（被管理支配会社） 

（i） 

主たる事業が以下のいずれかであること。 

 その本店所在地国と同一国に所在する一定の不動産の保有 

 特定子会社（*）の株式等の保有 

（ii） 
その本店所在地国と同一国に所在する管理支配会社によって、その事業の管理、支配及び運営等が行われてい

ること。 

（iii） 
（ii）の管理支配会社がその同一国において行う事業（不動産業に限る。）の遂行上欠くことのできない機能を果た

すこと。 

（iv） 
（i）の一定の不動産の額、特定子会社の株式等の額、一定の現預金等の

資産の額 
＞ その資産の額×95％ 

（v） 
（i）の一定の不動産・特定子会社の株式等から生ずる収入の額、一定の

預金利子の額 
＞ その収入の額×95％ 

（*） 特定子会社： 

管理支配会社に係る他の被管理支配会社 

（b）管理支配会社が自ら使用する不動産を保有する外国関係会社 

以下の要件等の全てを満たす外国関係会社 
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（i） 
主たる事業が、その本店所在地国と同一国に所在する管理支配会社が自ら使用するその同一国に所在する 

不動産の保有であること。 

（ii） （i）の管理支配会社によって、その事業の管理、支配及び運営等が行われていること。 

（iii） （i）の管理支配会社がその同一国において行う事業の遂行上欠くことのできない機能を果たすこと。 

（iv） （i）の不動産の額、一定の現預金等の資産の額 ＞ その資産の額×95％ 

（v） （i）の不動産から生ずる収入の額、一定の預金利子の額 ＞ その収入の額×95％ 

（3）資源開発等プロジェクトに係る一定の外国関係会社 

以下の要件等の全てを満たす外国関係会社 

（i） 

主たる事業が以下のいずれかであること。 

 特定子会社（*1）の株式等の保有 

 非関連者から調達した資金の特定子会社への提供 

 その外国関係会社の本店所在地国と同一国に所在する一定の不動産の保有 

（ii） 
その本店所在地国と同一国に所在する管理支配会社等（*2）によって、その事業の管理、支配及び運営等が行わ

れていること。 

（iii） 
（ii）の管理支配会社等がその同一国において行う資源開発等プロジェクト（*3）の遂行上欠くことのできない機能を

果たすこと。 

（iv） 
特定子会社の株式等の額、特定子会社に対する一定の貸付金の額、

（i）の一定の不動産の額、一定の現預金等の資産の額 
＞ その資産の額×95％ 

（v） 
特定子会社の株式等・（iv）の一定の貸付金・（i）の一定の不動産から 

生ずる収入の額、一定の預金利子の額 
＞ その収入の額×95％ 

（*1） 特定子会社： 

その外国関係会社の本店所在地国と同一国に所在する外国法人で、その外国

関係会社による持分割合が 10％以上であり、管理支配会社等がその同一国に

おいて行う資源開発等プロジェクトの遂行上欠くことのできない機能を果たすもの 

（*2） 管理支配会社等： 

経済活動基準を満たす外国関係会社で、その本店所在地国においてその役員

又は使用人が資源開発等プロジェクトを的確に遂行するために通常必要と認め

られる業務の全てに従事しているもの 

（その本店所在地国と同一国に所在する他の外国法人の役員又は使用人と共同

でその業務の全てに従事している場合の、当該他の外国法人を含む。） 

（*3） 資源開発等プロジェクト： 

外国関係会社の本店所在地国と同一国の石油・天然ガス等の資源又は社会資

本の開発・整備等に関する事業 

*** 

この改正は、内国法人の 2019 年 4 月 1 日以後に終了する事業年度の合算課税（外

国関係会社の 2018 年 4 月 1 日以後に開始する事業年度に係るものに限る。）につ

いて適用されます。 
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B. 連結納税・パススルー課税の対象となる法人の所得の金額等 

外国関係会社が連結納税制度の適用を受けている場合やパススルー課税（構成員

課税）の事業体として取り扱われている場合における、その外国関係会社の所得の

金額、租税負担割合及び外国税額控除の対象となる外国法人税の計算について、

これまでは明確な規定がありませんでしたが、以下のように、これらの取扱いが整備

される予定です。 

 

整備の対象規定 改正案 

所
得
の
金
額 

【会社単位の合算課税】 

現地法令基準を用いて会社単位の合算課税の対象とされる適

用対象金額を計算する場合の「基準所得金額」 

外国関係会社の本店所在地国の法人所得税・

外国法人税に関する法令の規定から、 

以下の規定を除いた規定を適用して計算した 

外国関係会社の所得の金額に一定の調整を 

加えた金額とする。 

 連結納税の規定 

 パススルーとして取り扱われる規定 

【租税負担割合】 

外国関係会社の本店所在地国の外国法人税に関する法令の

規定により計算した「所得の金額」 

（租税負担割合を計算する場合の分母の金額） 

外
国
法
人
税
の
額 

【租税負担割合】 

外国関係会社の本店所在地国において課される「外国法人税

の額」 

（租税負担割合を計算する場合の分子の金額） 

外国関係会社の本店所在地国（*）の外国法人税

に関する法令の規定から、 

以下の規定を除いた規定を適用して計算した 

外国関係会社の所得の金額につき外国法人税

が課されるものとして計算される外国法人税の

額とする。 

 連結納税の規定 

 パススルーとして取り扱われる規定 

【内国法人の外国税額控除】 

内国法人が合算課税の適用を受ける場合に控除される外国法

人税の額のうち、外国関係会社の本店所在地国において課さ

れる「外国法人税の額」 

（*） その本店所在地国が無税国又は一定の免税国であり、かつ、その本店所在地国

以外の国においてその本店所在地国以外の国の法人として課税を受ける一定

の外国関係会社の場合は、その本店所在地国以外の国 

*** 

この改正は、内国法人の 2019 年 4 月 1 日以後に終了する事業年度の合算課税（外

国関係会社の 2018 年 4 月 1 日以後に開始する事業年度に係るものに限る。）につ

いて適用されます。 

C. 保険会社の特例 

（1）保険委託者特例 

下記のそれぞれの要件を全て満たす（a）特定保険委託者及び（b）特定保険受託者

については、タックスヘイブン対策税制上、特例規定が設けられています。 

【要件】 

（a）特定保険委託者 （i） 一の内国法人（保険業を主たる事業とするものに限る。）によってその発行済株式等の

全部を直接又は外国法人を通じて間接に保有されている外国関係会社であること。 

（ii） その本店所在地国の法令の規定によりその本店所在地国において保険業の免許（その

免許に類する許可、登録その他の行政処分を含む。）を受けているもの 
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（b）特定保険受託者 （i） （a）がその本店所在地国の法令の規定によりその本店所在地国において保険業の免許

の申請をする際又は保険業を営むために必要な事項の届出をする際にその保険業に関

する業務を委託するものとして申請又は届出をされた者であること。 

（ii） 一の内国法人（保険業を主たる事業とするものに限る。）によってその発行済株式等の

全部を直接又は外国法人を通じて間接に保有されている外国関係会社であること。 

（iii） （a）の本店所在地国と同一の国に本店等が所在すること。 

【特例規定】 

ペーパーカンパニーの

判定 

 （b）が本店所在地国において「実体基準」・「管理支配基準」を満たす場合、（a）もこれらの基

準を満たすものとされる。 

経済活動基準の判定 

 

 （b）が「実体基準」・「管理支配基準」を満たす場合、（a）もこれらの基準を満たすものとされ

る。 

 （b）の「非関連者基準」の判定において、（a）は関連者に含まれないものとされる。 

外国金融機関の判定 

 

 （a）が「法令準拠要件」を満たす場合、（b）もこの要件を満たすものとされる。 

 （b）が「業務従事要件」を満たす場合、（a）もこの要件を満たすものとされる。 

改正により、（a）特定保険委託者及び（b）特定保険受託者の要件が以下のように見

直されます。 

• （a）の要件（i）及び（b）の要件（ii）が、「一の内国法人（保険業を主たる事業とする

もの又は保険持株会社に限る。）及びその一の内国法人との間に発行済株式等

の全部を保有する等の関係のある内国法人（保険業を主たる事業とするもの又

は保険持株会社に限る。）によってその発行済株式等の全部を直接又は外国法

人を通じて間接に保有されている外国関係会社である」旨の要件とされます。 

• （b）の要件に、「その本店所在地国においてその役員又は使用人が保険業を的

確に遂行するために通常必要と認められる業務の全てに従事している」旨の要

件が追加されます。 

（英国ロイズ市場において、現地の法令に従って設立された保険引受子会社と管理

運営子会社が一体となって保険業を営む場合についても、上記と同様の見直しが行

われます。） 

（2）キャッシュボックス 

内国法人の有する外国関係会社がキャッシュボックスに該当する場合において、そ

の租税負担割合が 30％未満であるときは、会社単位の合算課税が適用されます。 

改正により、以下のいずれにも該当する外国関係会社もキャッシュボックスとして取

り扱われることとされます。 

（i） 
 特定収入保険料（*1）の合計額 

＜ 10％ 
 

 収入保険料の合計額  

（ii） 

 収入保険料（*2）に係る非関連者等に対する 

一定の支払再保険料の合計額 
＜ 50％ 

 

 収入保険料（*2）の合計額  



 

 

KPMG Japan tax newsletter/December 2018       22 

© 2018 KPMG Tax Corporation, a tax corporation incorporated under the Japanese CPTA Law and a member firm of the KPMG network of independent member 
firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved. 

 

（*1） 非関連者等からの一定の収入保険料 
（*2） 特定収入保険料を除く。 

（3）非関連者基準 

保険業を主たる事業とする外国関係会社の非関連者基準の判定について、以下の

措置が講じられます。 

• 特定保険委託者又は特定保険受託者の再保険に係る収入保険料のうち、次に

掲げる要件の全てに該当する再保険に係るものについては、関連者から収入す

るものに該当しないこととされます。 

① 特定保険委託者とその特定保険委託者に係る特定保険受託者との間で行わ

れる再保険又は同一の特定保険受託者に係る特定保険委託者の間で行わ

れる再保険であること。 

② その再保険に係る元受保険の 95％以上が本店所在地国に所在する非関連

者のリスクに係るものであること。 

③ 資本の効率化に資するものであること。 

• 特定保険受託者に係る特定保険委託者は関連者に含まれないものとはしないこ

ととされたうえで、特定保険受託者がその特定保険委託者から受ける業務委託

手数料相当額は関連者からの収入保険料に該当しないこととされます。 

（英国ロイズ市場において、現地の法令に従って設立された保険引受子会社と管理

運営子会社が一体となって保険業を営む場合についても、上記と同様の見直しが行

われます。） 

（4）部分適用対象金額 

租税負担割合が 20％未満の部分対象外国関係会社（ペーパーカンパニー・キャッシ

ュボックス等に該当しない外国関係会社のうち経済活動基準の全てを満たすもの）

には、その部分適用対象金額について受動的所得の合算課税が適用されます。 

改正により、部分対象外国関係会社（外国金融子会社等を除く。）の部分適用対象

金額の計算の基礎となる特定所得の金額に、以下の（i）から（ii）を減算した金額が追

加されます。 

（i） 収入した保険料の合計額から支払った再保険料の合計額を控除した残額 

（ii） 支払った保険金の額の合計額から収入した再保険金の額の合計額を控除

した残額 

• 上記の特定所得の金額に追加される金額は、部分適用対象金額の計算上、有

価証券の譲渡損益等の一定の特定所得の金額と損益通算することができること

とされます。 

• 特定所得の金額のうち異常所得の金額は、上記（i）から（ii）を減算した金額がな

いものとした場合の各事業年度の所得の金額を基礎として計算するものとされま

す。 

*** 
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C.の改正のうち、「（1）保険委託者特例」及び「（3）非関連者基準」の改正は、内国法

人の 2019 年 4 月 1 日以後に終了する事業年度の合算課税（外国関係会社の 2018

年 4 月 1 日以後に開始する事業年度に係るものに限る。）について適用されます。 

また、「（2）キャッシュボックス」及び「（4）部分適用対象金額」の改正は、外国関係会

社の 2019 年 4 月 1 日以後に開始する事業年度から適用されます。 

3. 移転価格税制 

移転価格税制について、OECD から公表された次の移転価格に関する報告書の勧

告やガイドラインの内容等を踏まえた見直しが行われます。 

• BEPS プロジェクトの行動 8－10（移転価格税制と価値創造の一致）に関する最

終報告書（2015 年 10 月公表） 

• OECD 移転価格ガイドライン（2017 年 7 月公表） 

• 評価困難な無形資産に関するアプローチの適用に関するガイダンス（HTVI ガイ

ダンス、2018 年 6 月公表） 

具体的には、独立企業間価格の算定方法を整備し、一定の価値評価の困難な無形

資産の取引に関して税務当局が取引後の事実関係を参照して取引価格の適切性を

検証することが可能となるように、以下の見直しが行われる予定です。 

（1）移転価格税制の対象となる無形資産の明確化 

移転価格税制の対象となる無形資産が、次のように明確にされます。 

法人が有する資産のうち、有形資産及び金融資産（現金、預貯金、有価証券等）

以外の資産で、独立の事業者の間で通常の取引の条件に従って譲渡・貸付け等

が行われるとした場合に対価の支払が行われるべきもの 

（2）独立企業間価格の算定方法の整備 

独立企業間価格の算定方法（価格算定方法）として、OECD 移転価格ガイドラインに

おいて比較対象取引が特定できない無形資産取引等に対する価格算定方法として

有用性が認められているディスカウント・キャッシュ・フロー法（DCF 法）が加えられま

す。 

これに伴い、独立企業間価格を算定するために必要と認められる書類の提出等がな

い場合の推定課税における価格算定方法に、税務当局の職員が国外関連取引の

時に知り得る状態にあった情報を基にして DCF 法により算定した金額を独立企業間

価格とする方法が加えられます。 

（3）特定無形資産取引に係る価格調整措置の導入 

行動 8－10 の最終報告書の勧告に基づき、納税者と税務当局との間の情報の非対

称性の影響が深刻となる可能性のある評価困難な無形資産について、事後的な結

果を事前の価格設定取決めの適正性に関する推定根拠として用いて調整を行うこと

を税務当局に認めるアプローチが、OECD 移転価格ガイドラインに盛り込まれました。

これを踏まえて、以下の価格調整措置を導入することが提案されています。 
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【価格調整措置】 

特定無形資産（*）に係る取引の独立企業間価格の算定の基礎となる予測と結果が相

違した場合には、税務署長は、その特定無形資産取引に係る結果及びその相違の

原因となった事由の発生の可能性を勘案して、その特定無形資産取引に係る最適な

価格算定方法により算定した金額を独立企業間価格とみなして更正等をすることが

できることとされます。ただし、これにより算定した金額と当初取引価格との相違が

20％を超えていない場合は、この限りではありません。 

（*） 特定無形資産とは、以下の要件の全てを満たす無形資産をいいます。 

• 独自性があり重要な価値を有するものであること。 

• 予測収益等の額を基礎として独立企業間価格を算定するものであること。 

• 独立企業間価格の算定の基礎となる予測が不確実であると認められるもので

あること。 

【適用免除要件】 

税務当局の職員が（a）又は（b）の書類の提出等を求めた日から一定期間以内に法

人からその書類の提出等があった場合、価格調整措置は適用されません。 

（a） 次に掲げる書類 

• 特定無形資産取引に係る独立企業間価格の算定の基礎となる予測の

詳細を記載した書類 

• 上記の予測と結果が相違する原因となった事由が災害その他これに

類するものであり取引時においてその発生を予測することが困難であ

ったこと、又は取引時においてその事由の発生の可能性を適切に勘案

して独立企業間価格を算定していたことを証する書類 

（b） 特定無形資産の使用により生ずる非関連者収入が最初に生じた日を含む

事業年度開始の日から 5 年を経過する日までの間の予測収益等の額と実

際収益等の額との相違が 20％を超えていないことを証する書類（*） 

（*） この書類の提出等があった場合には、価格調整措置はその経過する日後は適

用されません。 

（4）移転価格税制に係る更正期間等の延長 

HTVI ガイダンスは、商業化に時間を要するという特徴を有する評価困難な無形資産

について、事後的な結果が発生し調査が可能となるまでに更正期間を徒過してしま

う可能性があるという問題を指摘するとともに、この問題への対応策のひとつとして、

「一般の更正期間の改正」を例示しています。 

これを踏まえて、現行 6 年とされている移転価格税制に係る法人税の更正期間及び

更正の請求期間等が 7 年に延長されます。 

（5）差異調整方法の整備 

比較対象取引の利益率を参照する価格算定方法に係る差異調整について、定量的

に把握することが困難な差異があるために必要な調整を加えることができない場合

には、いわゆる四分位法に基づく方法により差異調整を行うことができることとされま

す。 
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（6）関連制度の整備 

外国法人等の内部取引に係る課税の特例及び内国法人等の国外所得金額の計算

の特例について、上記と同様の見直しが行われます。 

*** 

上記の改正は、2020 年 4 月 1 日以後に開始する事業年度分の法人税及び 2021

年分以後の所得税について適用されます 

4. 特定外国法人の債券現先取引 

特定外国法人（外国金融機関等以外の外国法人）が、2017 年 4 月 1 日から 2019 年

3 月 31 日までに開始する特定金融機関等との間で振替国債を用いて行う債券現先

取引で一定の要件（取引期間 3 ヵ月以内等）を満たすものに係る利子等は、非課税

とされています。この措置について、以下の改正が行われたうえで、その適用期限が

2021 年 3 月 31 日まで 2 年間延長されます。 

対象債券の範囲が次のように拡充されます。 

現行法 改正案 

（i） 振替国債 （i） 振替国債 

（ii） 一定の外国が発行し、又は保証す

る債券（*） 

（iii） 上記（ii）の外国の特別の法令の規

定に基づき設立された一定の外国

法人が発行する債券（*） 

（*） その外国の通貨をもって表示されるものに限られます。 

また、振替公社債等の利子等の非課税制度における適格外国証券投資信託である

外国投資信託の信託財産が支払を受ける債券現先取引に係る利子についても、一

定の要件のもと、所得税の非課税の対象とされます。 

この改正は、2019 年 4 月 1 日以後に開始する債券現先取引につき支払を受ける利

子等について適用されます。 

5. 外国税額控除 

外国税額控除の対象とされる外国法人税の額（控除対象外国法人税の額）からは、

一定の外国法人税の額が除外されています。 

その除外される外国法人税の額のひとつに、日本で所得と認識されない金額に対す

る外国法人税の額が規定されていますが、この規定の範囲に内国法人に対する配

当等の支払があったものとみなして課される一定の外国法人税の額を加える等の改

正が行われる予定です。 
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III. 個人所得課税 

1. 仮想通貨 

仮想通貨の取得価額の計算方法は、国税庁が仮想通貨取引の適正な申告を目指し

て作成した「仮想通貨に関する税務上の取扱いについて（FAQ）」（2018 年 11 月）問

11 等において「原則として移動平均法、継続適用を要件に総平均法」と示されていま

したが、所得税法において特段の規定は設けられていませんでした。 

2019 年度税制改正により、個人が売却した「資金決済に関する法律」に規定する仮

想通貨の取得価額の算定の基礎となる期末評価額は、「移動平均法又は総平均法」

により計算した金額とされるほか、所要の措置が講じられます。 

2. 税制適格ストックオプション 

一定の要件を満たすストックオプションについては、その付与を受けた者の権利行使

により生ずる所得の課税が繰り延べられ、その権利行使により取得した株式を譲渡

したときに譲渡益として課税する優遇措置（税制適格ストックオプション特例）が設け

られています。 

この税制適格ストックオプション特例の適用対象者は、現行法において以下のように

定められています。 

新株予約権を発行する株式会社又はその株式会社がその発行済株式（議決権の

あるもの）の総数の 50％超を直接又は間接に保有する関係にある法人の 

取締役等（*）及びその相続人 

（*） 取締役、執行役又は使用人である個人で、一定の大口株主及びその特別関係

者を除く。 

2019年度税制改正では、中小企業等経営強化法の改正を前提に、適用対象者に以

下の特定事業者が追加されます。 

中小企業等経営強化法に規定する認定新規中小企業者等（仮称）が同法の認定

を受けた新事業分野開拓計画（仮称）に従って活用する 

取締役及び使用人等以外の者（*） 

（*）  新事業分野開拓計画の実施期間の開始の日から新株予約権の行使までの間、

居住者であること等の要件を満たす者に限る。 

• 特定事業者が、税制適格ストックオプション特例の適用を受けて取得した株式の

譲渡等をするまでに国外転出をする場合には、その国外転出の時に、その株式

に係る新株予約権の行使日におけるその株式の価額に相当する金額によりその

株式の譲渡があったものとみなして、所得税が課されることとなります。 

• 特定事業者の相続人は、本特例の適用はできないこととされるほか、所要の措

置が講じられます。 

  



 

 

KPMG Japan tax newsletter/December 2018       27 

© 2018 KPMG Tax Corporation, a tax corporation incorporated under the Japanese CPTA Law and a member firm of the KPMG network of independent member 
firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved. 

 

IV. 納税環境整備 

情報照会手続の整備 

自主的な適正申告を担保するため、国税当局が事業者等に対して必要な情報を照

会するための手続が以下のように整備されます。 

（1）事業者等への協力要請 

現行実務で行われている事業者等に対する任意の照会について、法令上、国税当

局が事業者等に対して協力を求めることができる旨が明確化されます。 

具体的には、国税庁等の職員は、事業者及び特別の法律により設立された法人に、

国税に関する調査（犯則事件の調査を除く。）に関し参考となるべき帳簿書類その他

の物件の閲覧又は提供その他の協力を求めることができることとされます。 

（2）事業者等への報告の求め 

高額・悪質な無申告者等を特定するため特に必要な場合に限り、国税当局が事業者

等（事業者、官公署又は特別の法律により設立された法人）に対して、担保措置を伴

ったより実効的な形により情報照会を行うことができる制度が創設されます。 

具体的には、事業者等の所轄国税局長は、次の要件の全てを満たす場合には、そ

の事業者等に、特定取引者（*）の氏名又は名称、住所又は居所及び個人番号又は法

人番号につき、60 日を超えない範囲内においてその準備に通常要する日数を勘案

して定める日までに、報告を求めることができることとされます。 

【要件】 

• 特定取引者の国税について、更正決定等をすべきこととなる相当程度の可能性

がある場合（以下のいずれかに該当する場合） 

①  特定取引と同種の取引を行う者（その取引に係る課税標準等が年間 1,000

万円を超える者に限る。）に対する国税に関する調査（犯則事件の調査を除

く。）において、その半数以上の者について、その取引に係る課税標準等・税

額等につき更正決定等をすべきと認められる場合 

② 特定取引に係る物品又は役務を用いることにより、その特定取引に係る特定

取引者の課税標準等・税額等について国税に関する法律の規定に違反する

と認められる場合 

③ 特定取引が経済的観点から見て通常であれば採られないような不合理な取

引態様であることにより、違法行為の存在を推認させる場合 

• この報告の求めによらなければ、特定取引者を特定することが困難である場合 

（*） 「特定取引者」とは、特定取引（事業者等を介して行われる取引を含む、事業者

等との取引）を行う不特定の者をいいます。なお、上記①に該当する場合にあっ

ては、年間 1,000 万円の課税標準を生じ得る取引金額を超える特定取引を行う

者に限られます。 
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所轄国税局長は、上記の報告の求めを行う場合には、事業者等の事務負担に配慮するとと

もに、報告を求める事項を書面で事業者等に通知しなければならないこととされる一方で、

報告の求めに対する拒否又は虚偽報告については、検査拒否等の場合と同様の罰則が設

けられます。また上記の報告の求めは、処分として不服申立て又は訴訟の対象とされるほか、

所要の措置が講じられます。 

*** 

（1）及び（2）の改正は、2020 年 1 月 1 日以後に行う協力要請又は報告の求めについて適用

されます。 

 

  


